
大林ファシリティーズ株式会社 行動計画（第８回）

仕事と家庭の両立を支援するために職場環境の整備に継続して取り組み、すべての従業員が

個々の能力を最大限に発揮できるよう、次のとおり行動計画を策定する。

１  計画期間 ２０２６年２月 1 日から２０２８年３月３１日までの２年間

２  内   容

目標１  育児休業・出生時育児休暇の取得率を次の水準以上とする。

男性従業員・・・・取得率７０％以上

女性従業員・・・・取得率１００％

＜対策＞

・２０２６年２月～   育児関連制度の内容や取得方法について、個別周知や相談窓口を通じたサ

ポートを継続し、制度の理解促進と取得率向上を図る。

・２０２６年２月～   引き続き、復職前後の面談を実施し、スムーズな職場復帰を支援する。

・２０２６年２月～   企業版両親学級や父親向け育児セミナーへの参加を呼びかけ、男性の育

児参加を推進する。

目標２  働きやすい職場環境づくりに向けた取り組みを実施する。

＜対策＞

・２０２６年２月～   柔軟な働き方や育児・介護関連制度の周知を図り、利用を推進する。

・２０２６年２月～   年次有給休暇等の休暇取得推進を継続して実施する。

目標３  フルタイム労働者一人当たりの各月ごとの法定時間外労働及び法定休日労働の合計

時間数を概ね 17 時間台以内を目標水準とし、引き続き長時間労働の抑制に取り組む。

＜対策＞

・２０２６年２月～   個人別所定外労働時間のモニタリングを継続するなど、所定外労働削減の

ための施策を継続して実施する。

・２０２６年４月～   毎月第１、第３水曜日に実施中のノー残業デーを毎週水曜日に拡充する。

目標４ 育児のための短時間勤務制度を拡充する。

＜対策＞

・２０２６年２月～   行動計画期間内に、短時間勤務制度の利用可能期間を延長するとともに、

始業・終業時刻のパターンを年度途中でも柔軟に変更できるよう制度を見

直し、仕事と家庭の両立をさらに支援する。


